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別府市発注工事における余裕期間制度試行要領  

 

制定  令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ７ 日 

別府市告示第１０８号  

 

 （趣旨）  

第１条 この要領は、別府市が発注する工事において、余裕期間を設ける

工事を試行するに当たり必要な事項を定めるものとする。  

 （目的）  

第２条 この要領は、工事開始前に建設資材の調達、技術者及び労働者の

確保等のための余裕期間を設けることにより、受注者の円滑な施工体制

の確立を図り、施工時期の平準化に資することを目的とする。  

 （用語の定義）  

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる  

 (1) 工事の始期 実際に現場において工事に着手する日をいう。  

 (2) 工事の終期 契約期間の最終日をいう。  

 (3) 余裕期間 建設資材の調達、技術者及び労働者の確保等の準備を行

うための期間をいう。  

 (4) 実工事期間 実際に工事を施工するために必要な期間をいう。  

 (5) 全体工期 余裕期間と実工事期間を合計した期間（契約期間）をい

う。  

 (6) 任意着手方式 発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者が

工事の始期を選択する方式をいう。  

 (7) 工事着手期限 任意着手方式において発注者が定める工事の着手

期限をいう。  

 （対象工事）  

第４条 余裕期間の設定対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、

別府市が発注する予定価格が１３０万円を超える工事の中から発注者が

選定した工事とする。  

 （余裕期間の方式）  
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第５条 余裕期間制度の方式は、任意着手方式とする。  

 （余裕期間）  

第６条 発注者は、第４条の規定により選定した工事について、実工事期

間に加え、実工事期間の３割かつ３か月を超えない範囲で余裕期間を設

定する。ただし、実工事期間の３割が３０日を超えない場合には、余裕

期間を３０日とすることができる。  

 （入札公告等及び特記仕様書における明示）  

第７条 対象工事は、入札公告又は指名通知時において余裕期間を設ける

工事であることを明示するものとする。  

２ 対象工事は、特記仕様書（建築・設備工事にあっては現場説明書）に

余裕期間を設ける工事であること及び余裕期間の方式を明示するものと

する。なお、余裕期間の日数等は、特記仕様書に明示するものとする。  

 （契約に係る取扱い）  

第８条 対象工事における契約関係の取扱いは、次のとおりとする。  

 (1) 建設工事請負契約書に記載する工期は、全体工期とする。  

 (2) 受注者は、特記仕様書に明示されている工事着手期限までの間で工

事の始期を決定した上で、契約書の提出期限内に発注者に様式－１の

通知書を２部提出しなければならない。なお、建設工事請負契約書に

記載する工期の終期は、様式－１と一致させなければならない。  

 (3) 別府市公共工事請負契約約款（平成２３年別府市告示第１９９号。

以下「契約約款」という。）第３条に規定する工程表については、余裕

期間を記載して提出するものとする。  

 (4) 契約約款第４条に規定する契約の保証に係る期間は、全体工期を満

たすものとする。  

 (5) 契約約款第１０条に規定する現場代理人及び主任技術者等の通知

並びに下請計画書（請負代金額が４，５００万円以上の場合）は、工

事の始期の前日までに提出するものとする。  

 (6) 大分県土木工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）１－１－

３に規定する設計書の照査及び共通仕様書１－１－４に規定する施

工計画書並びに共通仕様書１－１－３７に規定する着工前測量につ

いては、工事の始期後、速やかに実施し、提出するものとする。  
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 (7) 共通仕様書１－１－５に規定するコリンズへの登録については、工

事の始期後１０日以内（休日を除く。）に登録するものとする。なお、

技術者の従事期間は、実工事期間をもって登録するものとする。  

 (8) 共通仕様書１－１－４０（５）に規定する掛金収納書は、建退共証

紙購入申告書と合わせて工事の始期の翌日から７日以内に提出する

ものとする。  

 (9) 労務費や材料費などの単価適用年月日は、余裕期間を設定した場合

においても、当該設計書起案日の単価を適用するものとする。  

 （余裕期間中の取扱い）  

第９条 余裕期間中の取扱いは、次のとおりとする。  

 (1) 余裕期間内においては、現場代理人及び主任（監理）技術者の配置

を要しない。  

 (2) 余裕期間内においては、工事（工場制作及び測量、現場事務所や資

機材の搬入、仮設物の設置等の準備工事を含む。）に着手することはで

きない。ただし、下請との契約、作業員・建設資材等の確保及び関係

機関への協議文書等の届出等、現場への搬入を伴わない準備は除く。 

 (3) 余裕期間中に増加する経費は、全て受注者の負担とする。  

 (4) 余裕期間中の現場管理は、発注者の責任により行うこととする。  

 （余裕期間の変更）  

第１０条 受注者が当初契約時に第８条第２号の規定により提出した様式

－１に記載の工事の始期を変更したい場合の取扱いは、次のとおりとす

る。  

 (1) 受注者は、工事の始期を変更したい場合は、様式－２により協議す

ることができるものとする。なお、様式－２の提出は２部とし、変更

後の実工事期間の予定始期から１４日前までに行うこととする。  

 (2) 発注者は、様式－２の提出があった場合は、工事の始期の変更につ

いて、受注者と協議するものとする。  

 (3) 発注者は、協議の結果、施工体制等（配置予定技術者の配置等）の

確保が図られ、工事の始期の変更が認められる場合は、様式－３によ

り、様式－２の提出のあった日から７日以内に受注者に承諾通知をす

るものとする。  
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 (4) 受注者は、様式－３が通知された場合は、変更契約書及び変更工程

表を通知のあった日の翌日から７日以内に提出するものとする。  

 (5) 工事の始期を変更する場合においても、実工事期間の日数は変更し

ないものとし、工事の終期は工事の始期を変更する日数分を前倒しす

るものとする。  

 (6) 余裕期間の変更は、原則として短縮のみとするが、これにより難い

場合は、受発注者間の協議によるものとする。なお、協議により余裕

期間の延長を認める場合にあっても、余裕期間の日数は、特記仕様書

に明示した日数以内とするものとする。  

 （その他）  

第１１条 この要領に定めのない事項については、受発注者間で協議して

定めるものとする。  

   附 則  

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。  
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（様式－１）  

 

    年  月  日  

 

（発注者）        様  

 

（受注者） 住  所 

商号又は名称  

   代 表 者 氏 名           印  

 

工 事 開 始 日 通 知 書  

 

次の工事について、工事開始日を定めましたので通知します。  

工 事 名   

工 事 場 所   

工 事 の 始 期  

（ 工 事 開 始 日 ）  
 

工 事 の 終 期  

（ 完 成 工 期 ）  
 

※１ 本通知書は、契約書の提出期限内（落札決定通知の翌日から起算して７日以

内）に提出すること。  

 ２ 工事の終期は、本通知書に記載した工事の始期に、特記仕様書に明示してい

る実工事期間を加えた期日を記載すること。  

 ３ 契約書上の工期は、始期は契約日の翌日を、終期は本通知書における工事の

終期を記載すること。  

  

 

受 付 印
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（様式－２）  

 

    年  月  日  

 

（発注者）        様  

 

（受注者） 住    所  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名                印  

 

別府市公共工事請負契約約款第○○条に基づく工期の変更について

（協議）  

 

 

工 事 名 ：  

 

 

上記工事については、早期工事着手が可能となりましたので、別府市公共工事請

負契約約款第○○条に基づき実工事期間の始期及び終期の変更を下記のとおり協議

します。  

 

記  

 

１ 契 約 日：     年  月  日  

 

２ 契 約 金 額：  

 

３ 当 初 の 実 工 事 期 間 の 始 期：     年  月  日  

 

４ 変更後の実工事期間の予定始期：     年  月  日  

 

５ 変更後の実工事期間の予定終期：     年  月  日  

 

注）○○には別府市公共工事請負契約約款の補則の条を記載すること。 

 

 

  

受 付 印
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（様式－３） 

○ ○第 ○ ○ 号 

    年  月  日 

 

（受注者） 

住    所 

商号又は名称 

代 表者氏名           様 

 

（発注者）     印 

 

承 諾 書 

 

工 事 名 ： 

 

令和  年  月  日付け、別府市公共工事契約約款第○○条に基づく工事の

始期の変更について、実工事期間の始期及び終期の変更を下記のとおり承諾します。 

なお、変更契約書及び変更工程表を本通知日の翌日から７日以内に提出してくだ

さい。 

 

記 

 

１ 契 約 日：     年  月  日 

 

２ 契 約 金 額：  

 

３ 当 初 の 実 工 事 期 間 の 始 期：     年  月  日 

 

４ 変更後の実工事期間の予定始期：     年  月  日  

 

５ 変更後の実工事期間の予定終期：     年  月  日  

 

注）○○には別府市公共工事請負契約約款の補則の条を記載すること。  


